
（単位　億円）

概 算 要 求 額 要 望 額 計

 99  73  15  88 △ 11

 1,426  1,495 －  1,495  69

 3,212  3,193  81  3,274 62

 175  173  9  182 7

 28,634  27,622  1,803  29,425 791

 3,151  3,140  319  3,459 308

 160,969  164,172  473  164,645 3,675

(  155,150 )(  158,111 )( － )(  158,111 )(  2,962 )

 7,626  7,476  543  8,019 393

 6,967  6,829  1,273  8,102 1,135

 22,229  18,559  1,031  19,590 △ 2,639

 53,088  50,050  9,302  59,351 6,263

 311,262  316,531  2,425  318,956 7,694

 21,304  20,790  4,441  25,231 3,928

 9,365  9,196  2,547  11,743 2,377

 59,420  54,551  16,126  70,677 11,258

 3,271  3,697  863  4,560 1,290

 51,911  51,062  1,925  52,986 1,075

( 588,958 )( 580,497 )( 43,175 )( 623,672 )( 34,714 )

 233,020  245,874 －  245,874  12,854

 977,128  984,482  43,175  1,027,658 50,530

（注１）前年度予算額は、３１年度概算要求・要望額との比較対照のため、組替えをしてある。

（注２）地方交付税交付金等の概算要求額は、税収等について機械的試算を行い仮置きしたものである。

（注３）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

（注４）各府省から要求・要望のあった金額をそのまま集計したものであり、精査の結果、金額の変動がありうる。
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平成 31年度予算編成の基本方針 
 
 

 

１．基本的考え方 

① アベノミクスの推進により、日本経済は大きく改善している。デ

フレではない状況を作り出す中で、ＧＤＰは名目、実質ともに過去

最大規模に拡大した。また、企業収益は過去最高を記録するととも

に、就業者数の増加、賃上げなど、雇用・所得環境は大きく改善し、

経済の好循環は着実に回りつつある。 

 

② 他方、経済の先行きについては、緩やかな回復が続くことが期待

されるものの、通商問題の動向が世界経済に与える影響や、海外経

済の不確実性、金融資本市場の変動の影響等に留意する必要がある。

あわせて、アベノミクスの成果を全国津々浦々まで一層浸透させ、

経済の好循環を更に加速させるように、施策を実施していく必要が

ある。 

 

③ また、我が国財政は、国・地方の債務残高がＧＤＰの２倍程度に

膨らみ、なおも更なる累増が見込まれ、また、国債費が毎年度の一

般会計歳出総額の２割以上を占めるなど、引き続き、厳しい状況に

ある。 

 

④ 政府は、引き続き、「経済再生なくして財政健全化なし」を基本と

し、戦後最大の 600 兆円経済と財政健全化目標の達成の双方の実現

を目指す。 

 

⑤ 地球環境と両立した持続的な成長経路の実現に向けて潜在成長率

平成 30年 12月７日 

閣 議 決 定 
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を引き上げるため、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」（平成 30

年６月 15 日閣議決定。以下「基本方針 2018」という。）に基づき、

一人ひとりの人材の質を高める「人づくり革命」と、成長戦略の核

となる「生産性革命」に最優先で取り組む。 

また、希望出生率 1.8、介護離職ゼロの実現を目指すとともに、生

涯現役社会の実現に向け、高齢者雇用促進のための改革等を実現し、

全世代型社会保障制度への取組を進め、少子高齢化という最大の壁

に立ち向かっていく。 

さらに、農林水産業をはじめとした地方創生、国土強靱化、女性の

活躍、障害や難病のある方の活躍、働き方改革、外国人材の受入れな

どの施策の推進により、経済の好循環をより確かなものとし、誰もが

生きがいを持って充実した生活を送ることができる一億総活躍社会

の実現を目指す。 

加えて、昨今の国際情勢を踏まえ、我が国として、外交・安全保障

の強化に取り組む。 

 

⑥ 財政健全化に向けては、基本方針 2018に盛り込まれた新経済・財

政再生計画を着実に推進することにより、2025年度の国・地方を合

わせた基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化を目指す。

同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指すことを堅持す

る。 

 

 

２．予算編成についての考え方 

① 平成 31年度（2019年度）予算編成に向けては、引き続き、構造改

革はもとより、金融政策に成長指向の財政政策をうまく組み合わせ

ることに留意する必要がある。 

財政健全化への着実な取組を進める一方、上記の基本的考え方に

沿って、幼児教育の無償化をはじめとする「人づくり革命」の推進
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や第４次産業革命の技術革新等を通じた「生産性革命」の実現に向

けての設備・人材などへの力強い投資、研究開発・イノベーション

の促進など重要な政策課題への対応に必要な予算措置を講ずるなど、

メリハリの効いた予算編成を目指す。あわせて、年末に向けて、追

加的な財政需要に適切に対処するため、平成 30 年度（2018 年度）

第２次補正予算を編成する。 

 

② 2019 年 10 月 1 日に予定されている消費税率の引上げに伴う対応

については、引上げ前後の消費を平準化するための十分な支援策を

講ずるなど、あらゆる施策を総動員し、経済の回復基調が持続する

よう、2019・2020年度当初予算において臨時・特別の措置を講ずる。 

 

③ 東日本大震災、熊本地震をはじめ、各地の災害からの復興や防災   

対応の強化を現場との連携を密に着実に進める。 

本年夏に相次いだ大きな自然災害については、平成 30年度（2018

年度）第１次補正予算により災害復旧を加速する。 

また、重要インフラの緊急点検の結果等を踏まえ、防災・減災、

国土強靱化のための緊急対策を、３年間で集中的に実施する。 

  このうち、初年度の対策として速やかに着手すべきものについて

は平成 30 年度（2018 年度）第２次補正予算により対応することと

し、さらに、2019・2020年度当初予算の臨時・特別の措置を活用す

る。 

 

④ 平成 31年度（2019年度）予算は、新経済・財政再生計画で位置付

けられた、社会保障改革を軸とする基盤強化期間の初年度となる予

算であり、同計画に基づき、歳出改革等に着実に取り組む。社会保

障関係費や非社会保障関係費等について歳出改革の取組を継続する

との方針の下、同計画に沿った予算編成を行う。 

また、予算編成に当たっては、我が国財政の厳しい状況を踏まえ、
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引き続き、歳出全般にわたり、聖域なき徹底した見直しを推進する。

地方においても、国の取組と基調を合わせ徹底した見直しを進める。 

 

⑤ また、ＰＤＣＡサイクルの実効性を高めるため、各府省は、全て

の歳出分野において行政事業レビューを徹底的に実施するとともに、

証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ、Evidence-based Policymaking）

を推進し、予算の質の向上と効果の検証に取り組む。また、行政手

続の電子化の徹底等により、行政手続コストを２割以上削減するほ

か、公共調達の改革、多様なＰＰＰ／ＰＦＩや地方行政サービスの

民間委託などの取組を加速・拡大する。 

 

⑥ 新経済・財政再生計画の改革工程表には、継続して取り組むべき

歳出改革等を盛り込むほか、基本方針 2018に盛り込まれた主要分野

ごとの重要課題への対応とそれぞれの改革工程を具体化する。また、

行動変容に働きかける取組を加速・拡大する観点から、成果をより

定量的に把握できる形にＫＰＩ（Key Performance Indicator）を見

直すとともに、歳出効率化や経済効果の高いモデル事業について、

所管府省庁が責任を持って戦略的に全国展開を進めるほか、地域差

や取組状況等を見える化し、改革努力の目標としても活用する。こ

うした取組への予算の重点配分を推進する。 




